
審 議 票 

    R4.3.3 Ⅲ-２ 

審議項目 開示①（請求手続，開示手続等） 

関 係 規 定 

現行条例 新法 

第 14条，第 15 条，第 17 条～第 23 条， 

第 39 条，第 40 条 
第 76 条，第 77 条，第 79 条～第 89 条 

移行パターン 

規定がなくなる 規定が変わる 新規 

・不開示理由及び開示可能

時期の付記 

・開示請求を拒否したときの

審査会への報告 

・代理人による請求 

・開示決定等の期限など 

・事案の移送 

・裁量的開示など 

新条例への 

規定の可否 

・ 開示，訂正及び利用停止に係る手続に関する事項は，法に反しない限り条例に規定で

きる。（新法第 108 条） 

・ 手数料については，条例で定める。（新法第 89 条第 2 項） 

  ※ 関係規定は，別紙参照 
   

項 目 

と 

論 点 

１ 請求手続 
① 任意代理人による請求が可能となることへの対応 
② 郵送やオンラインによる開示請求への対応の検討 

２ 開示決定等 

① 開示請求を拒否したときの審査会への報告に係る条例の規定の要否 
② 開示決定等の期限（新法は「３０日以内」，現行条例は「１４日以内」）

に係る条例の規定の要否 
③ 不開示理由及び開示可能時期の付記に係る条例の規定の要否 

３ 開示の実施 
① 郵送やオンラインによる開示の検討 
② 電磁的記録の開示方法の見直し 

４ 手数料 ① 手数料の徴収の要否及び金額等 

  

考 え 方 

（ 案 ） 

＜１について＞ 

① 任意代理人による請求についても，代理人本人であることの確認や代理権を有する

ことの確認に加え，必要に応じ本人の意思確認を行うなど，慎重な対応が求められる。 
② 郵送による請求は，現状は要綱に基づき病気その他やむを得ない理由により来庁が

困難な者に限り認めているが，今後は特に限定せず郵送による請求も可能とする。（決

定通知は，現状も郵送で対応している。） 
③ オンラインによる請求は，情報セキュリティの確保，十分な本人確認が必要である

ことなどの課題はあるが，行政手続の利便性の向上を図るため，導入に向けた検討を

進めていく。（決定通知についても併せて検討する必要がある。） 
＜２について＞ 

① 開示請求の拒否については，慎重な判断がされるよう，引き続き，現行条例や情報

公開条例と同様に情報公開・個人情報保護審査会へ報告する規定を置くこととしたい。 
② 開示決定等の期限は，原則を現行条例の期限（１４日以内（情報公開条例に基づく

公文書公開決定等と同じ））とし，事案の移送を受けた場合に限り新法の期限（３０日

以内）とすることが妥当ではないか。（新条例に規定） 
③ 不開示理由及び将来において開示が可能となる時期を決定通知書に記載することに

ついては，引き続き，現行条例や情報公開条例と同様の規定を置くことを考えている。 
＜３について＞ 

① 郵送による開示の実施は，現状は要綱に基づき病気その他やむを得ない理由により

来庁が困難な者に限り認めているが，今後は特に限定せず郵送による写しの交付も可

能とする。現状は本人限定受取郵便により第三者が受け取ることができない方法で実

施しており，今後も確実な本人への開示が求められる。 
② オンラインによる開示の実施は，本人への確実な開示や情報セキュリティの確保が

必要であるため，直ちに実施することは難しいが，検討を進める必要があると考えて

いる。 



審 議 票 

③ 現行規則で定める電磁的記録の開示の実施方法は，時代にそぐわない媒体（カセッ

トテープやフロッピーディスク）への複写としたり，方法によっては全部開示する場

合に限定したりしているため，見直しが必要と考えている。見直しに当たっては情報

公開条例に基づく公開の実施方法についても併せて検討したい。 
＜４について＞ 

① 現行条例や情報公開条例と同じく請求に係る手数料は徴収しないこととし，開示の

実施に際し，写しの作成及び写しの送付に要するそれぞれの実費相当の負担を求める

ことが適当であると考えている。 
② 現行要綱で定める「作成に要する費用」については，「＜３について＞③」も踏まえ

た見直しが必要である。 
  

主な意見  後日記載 

 



関係規定【開示①（請求手続，開示手続等）】 R4.3.3 Ⅲ－２ 

現行条例 新法 備考 

（個人情報の開示の請求） 

第１４条 何人も，実施機関に対し，公文書に記録された自

己の個人情報の開示を請求することができる。 

（開示請求権） 

第７６条 何人も，この法律の定めるところにより，行政機

関の長等に対し，当該行政機関の長等の属する行政機関等

の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求

することができる。 

 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人（特定個人情報

の開示を請求する場合にあっては，未成年者若しくは成年

被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人。次条

第２項並びに第１６条第１号及び第２号において「代理人」

という。）は，本人に代わって前項の規定による開示の請求

（以下「開示請求」という。）をすることができる。ただし，

次の各号のいずれかに該当するときは，この限りでない。 

⑴ 本人が反対の意思を表示したとき。 

⑵ 開示請求により本人の権利利益を明らかに害すると認

められるとき。 

２ 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人

の委任による代理人（以下この節において「代理人」と総

称する。）は，本人に代わって前項の規定による開示の請求

（以下この節及び第１２７条において「開示請求」とい

う。）をすることができる。 

（代理人） 

 

○ 新法では，特定個人情報に限らず，任意

代理人による請求が可能となる。（現行条

例は，代理請求を広く認めることは，個人

情報保護の観点から問題があるという考

え方） 

○ 現行条例のただし書（第１号と第２号）

は，代理権濫用を防ぐ趣旨 

新法では，本人の権利利益を害するか否

かについて開示・不開示の段階でのみ判断 

（開示請求の手続） 

第１５条 開示請求をしようとする者は，次に掲げる事項を

記載した請求書（以下「開示請求書」という。）を実施機関

に提出しなければならない。 

⑴ 氏名及び住所 

⑵ 開示請求に係る個人情報を特定するために必要な事項 

⑶ 前２号に掲げるもののほか，市長が定める事項 

（開示請求の手続） 

第７７条 開示請求は，次に掲げる事項を記載した書面（第

３項において「開示請求書」という。）を行政機関の長等に

提出してしなければならない。 

⑴ 開示請求をする者の氏名及び住所又は居所 

⑵ 開示請求に係る保有個人情報が記録されている行政

文書等の名称その他開示請求に係る保有個人情報を特

定するに足りる事項 

（開示請求書の提出） 

 

○ 新法では，開示請求者は，政令に基づき，

求める開示の実施の方法を記載すること

ができる。（令第２２条） 

２ 開示請求をしようとする者は，開示請求書を提出する際，

実施機関に対し，自己が当該開示請求に係る個人情報の本

人又は代理人であることを証明するために必要な書類で市

長が定めるものを提出し，又は提示しなければならない。 

２ 前項の場合において，開示請求をする者は，政令で定め

るところにより，開示請求に係る保有個人情報の本人であ

ること（前条第２項の規定による開示請求にあっては，開

示請求に係る保有個人情報の本人の代理人であること）を

示す書類を提示し，又は提出しなければならない。 

（本人確認等） 

３ 実施機関は，開示請求書に形式上の不備があると認める

ときは，開示請求をした者（以下「開示請求者」という。）

に対し，相当の期間を定めて，その補正を求めることがで

きる。この場合において，実施機関は，開示請求者に対し，

補正の参考となる情報を提供するよう努めなければならな

い。 

３ 行政機関の長等は，開示請求書に形式上の不備があると

認めるときは，開示請求をした者（以下この節において「開

示請求者」という。）に対し，相当の期間を定めて，その補

正を求めることができる。この場合において，行政機関の

長等は，開示請求者に対し，補正の参考となる情報を提供

するよう努めなければならない。 

（補正） 

  ○ 現行条例の第１６条，新法の第７８条

は，Ⅲ－３参照 

（個人情報の部分開示） 

第１７条 実施機関は，開示請求に係る個人情報が記録

されている公文書に非開示情報が含まれている場合

において，非開示情報に該当する部分を容易に区分し

て除くことができるときは，開示請求者に対し，当該

部分を除いた部分につき開示しなければならない。 

（部分開示） 

第７９条 行政機関の長等は，開示請求に係る保有個

人情報に不開示情報が含まれている場合において，

不開示情報に該当する部分を容易に区分して除くこ

とができるときは，開示請求者に対し，当該部分を除

いた部分につき開示しなければならない。 

 

 ２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第１項第２号

の情報（開示請求者以外の特定の個人を識別するこ

とができるものに限る。）が含まれている場合におい

て，当該情報のうち，氏名，生年月日その他の開示請

求者以外の特定の個人を識別することができること

となる記述等及び個人識別符号の部分を除くことに

より，開示しても，開示請求者以外の個人の権利利益

が害されるおそれがないと認められるときは，当該

部分を除いた部分は，同号の情報に含まれないもの

とみなして，前項の規定を適用する。 

 

 （裁量的開示） 

第８０条 行政機関の長等は，開示請求に係る保有個

人情報に不開示情報が含まれている場合であって

も，個人の権利利益を保護するため特に必要がある

と認めるときは，開示請求者に対し，当該保有個人情

報を開示することができる。 

○ 新法では，不開示情報が含まれて

いる場合であっても，個人の権利利

益を保護するため特に必要があると

認めるときは，行政的な判断によ

り，開示することが可能。（ガイドラ

イン（案）R3.11 月 個人情報保護委

員会） 
（個人情報の存否に関する情報） 

第１８条 開示請求に対し，当該開示請求に係る個人情

報が存在しているか否かを答えるだけで，非開示情報

を開示することとなるときは，実施機関は，当該個人

情報の存否を明らかにしないで，当該開示請求を拒否

することができる。 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第８１条 開示請求に対し，当該開示請求に係る保有

個人情報が存在しているか否かを答えるだけで，不

開示情報を開示することとなるときは，行政機関の

長等は，当該保有個人情報の存否を明らかにしない

で，当該開示請求を拒否することができる。 

 

２ 実施機関は，前項の規定により開示請求を拒否した

ときは，遅滞なく，その旨を京都市情報公開・個人情

報保護審査会（以下「審査会」という。）に報告しな

ければならない。この場合において，審査会は，当該

報告に係る事項について，当該実施機関に対し，意見

を述べることができる。 

 ○ 新法には拒否決定した旨の審査会

への報告規定はない。 



関係規定【開示①（請求手続，開示手続等）】 R4.3.3 Ⅲ－２ 

現行条例 新法 備考 

（開示請求に対する決定等） 

第１９条 実施機関は，開示請求に係る個人情報の全部又は

一部を開示するときは，その旨の決定（以下「開示決定」と

いう。）をし，開示請求者に対し，その旨及び開示の実施に

関し別に定める事項を文書により通知しなければならな

い。 

（開示請求に対する措置） 

第８２条 行政機関の長等は，開示請求に係る保有個人情報

の全部又は一部を開示するときは，その旨の決定をし，開

示請求者に対し，その旨，開示する保有個人情報の利用目

的及び開示の実施に関し政令で定める事項を書面により

通知しなければならない。ただし，第６２条第２号又は第

３号に該当する場合における当該利用目的については，こ

の限りでない。 

（開示の決定等） 

 

○ 新法では，個人情報の利用目的について

も通知事項となる。 

○ また，求めることができる開示の実施方

法などについても通知することになる。

（令第２３条） 

２ 実施機関は，開示請求に係る個人情報の全部を開示しな

いとき（前条第１項の規定により開示請求を拒否するとき

及び開示請求に係る個人情報を保有していないときを含

む。以下同じ。）は，開示をしない旨の決定（以下「非開示

決定」という。）をし，開示請求者に対し，その旨を文書に

より通知しなければならない。 

２ 行政機関の長等は，開示請求に係る保有個人情報の全部

を開示しないとき（前条の規定により開示請求を拒否する

とき，及び開示請求に係る保有個人情報を保有していない

ときを含む。）は，開示をしない旨の決定をし，開示請求者

に対し，その旨を書面により通知しなければならない。 

（不開示の決定等） 

３ 実施機関は，第１項の規定による個人情報の一部を開示

する旨の決定又は非開示決定をした旨の通知をするとき

は，当該通知にその理由を付記しなければならない。この

場合において，将来，当該個人情報の全部又は一部を開示

することができるようになることが明らかであるときは，

その旨及び開示することができる時期を併せて示さなけれ

ばならない。 

 （理由の付記等） 

 

○ 新法には理由付記について明記されて

いないが，不開示理由を可能な限り具体的

に記載する必要があることが「事務対応ガ

イド（案）」（R3.11月 個人情報保護委員

会事務局）に記載されている。 

○ 新法には，将来の開示可能時期の付記に

係る規定はない。 

（開示決定等の期限） 

第２０条 開示決定及び非開示決定（以下「開示決定等」と

いう。）は，開示請求があった日の翌日から起算して１４日

以内にしなければならない。ただし，第１５条第３項の規

定により補正を求めたときは，当該補正に要した日数は，

当該期間に算入しない。 

（開示決定等の期限） 

第８３条 開示決定等は，開示請求があった日から３０日以

内にしなければならない。ただし，第７７条第３項の規定

により補正を求めた場合にあっては，当該補正に要した日

数は，当該期間に算入しない。 

○ 現行条例の期限が１４日以内であるの

に対し，新法では３０日以内 

○ 条例に規定することにより開示決定等

を行う期限を３０日より短い日数にする

ことが可能（「事務対応ガイド（案）」R3.11

月 個人情報保護委員会事務局） 

２ 実施機関は，事務処理上の困難その他正当な理由により

前項の期間内に開示決定等をすることができないときは，

当該期間をその満了する日の翌日から起算して３０日を限

度として延長することができる。この場合において，実施

機関は，速やかに，開示請求者に対し，その旨並びに延長す

る理由及び期間を文書により通知しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず，行政機関の長等は，事務処理

上の困難その他正当な理由があるときは，同項に規定する

期間を３０日以内に限り延長することができる。この場合

において，行政機関の長等は，開示請求者に対し，遅滞な

く，延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなけ

ればならない。 

（期限の延長） 

 

○ 通常の延長期限は，現行条例が４４日以

内（前条の１４日＋３０日）であるのに対

し，新法が６０日（前条の３０日＋３０日）

以内 

（開示決定等の期限の特例） 

第２１条 開示請求に係る個人情報が著しく大量であるた

め，開示請求があった日の翌日から起算して４４日以内に

そのすべてについて開示決定等をすることにより事務の遂

行に著しい支障が生じるおそれがあるときは，前条の規定

にかかわらず，実施機関は，開示請求に係る個人情報のう

ちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし，残り

の個人情報については相当の期間内に開示決定等をするこ

とができる。この場合において，実施機関は，同条第１項

の期間内に，開示請求者に対し，次に掲げる事項を文書に

より通知しなければならない。 

⑴ この条を適用する旨及びその理由 

⑵ 残りの個人情報について開示決定等をする期限 

（開示決定等の期限の特例） 

第８４条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であ

るため，開示請求があった日から６０日以内にその全てに

ついて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい

支障が生ずるおそれがある場合には，前条の規定にかかわ

らず，行政機関の長等は，開示請求に係る保有個人情報の

うちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし，残

りの保有個人情報については相当の期間内に開示決定等

をすれば足りる。この場合において，行政機関の長等は，

同条第１項に規定する期間内に，開示請求者に対し，次に

掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由 

⑵ 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

 

 （事案の移送） 

第８５条 行政機関の長等は，開示請求に係る保有個人情報

が当該行政機関の長等が属する行政機関等以外の行政機

関等から提供されたものであるとき，その他他の行政機関

の長等において開示決定等をすることにつき正当な理由

があるときは，当該他の行政機関の長等と協議の上，当該

他の行政機関の長等に対し，事案を移送することができ

る。この場合においては，移送をした行政機関の長等は，

開示請求者に対し，事案を移送した旨を書面により通知し

なければならない。 

 

○ 他の行政機関等から提供されたものの

ほか，共同で作成したもの，重要な部分が

他の行政機関等の事務・事業に係るものな

どについて移送の協議をすることになる。 

 ２ 前項の規定により事案が移送されたときは，移送を受け

た行政機関の長等において，当該開示請求についての開示

決定等をしなければならない。この場合において，移送を

した行政機関の長等が移送前にした行為は，移送を受けた

行政機関の長等がしたものとみなす。 

 

 ３ 前項の場合において，移送を受けた行政機関の長等が第

８２条第１項の決定（以下この節において「開示決定」と

いう。）をしたときは，当該行政機関の長等は，開示の実施

をしなければならない。この場合において，移送をした行

政機関の長等は，当該開示の実施に必要な協力をしなけれ

ばならない。 
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現行条例 新法 備考 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２２条 実施機関は，開示決定等をする場合において，開

示請求に係る個人情報に本市等及び開示請求者以外のもの

（以下この条，第３６条及び第３７条において「第三者」

という。）に関する情報が含まれているときは，あらかじめ

当該情報に係る第三者に対し，当該情報の内容その他別に

定める事項を通知して，意見書を提出する機会を与えるこ

とができる。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第８６条 開示請求に係る保有個人情報に国，独立行政法人

等，地方公共団体，地方独立行政法人及び開示請求者以外

の者（以下この条，第１０５条第２項第３号及び第１０７

条第１項において「第三者」という。）に関する情報が含ま

れているときは，行政機関の長等は，開示決定等をするに

当たって，当該情報に係る第三者に対し，政令で定めると

ころにより，当該第三者に関する情報の内容その他政令で

定める事項を通知して，意見書を提出する機会を与えるこ

とができる。 

（任意的意見聴取） 

２ 実施機関は，第三者に関する情報が含まれている個人情

報を開示しようとする場合であって，当該情報が第１６条

第２号ただし書，第３号ただし書又は第４号ただし書に規

定する情報に該当すると認められるときは，あらかじめ当

該第三者に対し，開示請求に係る当該第三者に関する情報

の内容その他別に定める事項を文書により通知して，意見

書を提出する機会を与えなければならない。ただし，当該

第三者の所在が判明しないときは，この限りでない。 

２ 行政機関の長等は，次の各号のいずれかに該当するとき

は，開示決定に先立ち，当該第三者に対し，政令で定める

ところにより，開示請求に係る当該第三者に関する情報の

内容その他政令で定める事項を書面により通知して，意見

書を提出する機会を与えなければならない。ただし，当該

第三者の所在が判明しない場合は，この限りでない。 

⑴ 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を

開示しようとする場合であって，当該第三者に関する情

報が第７８条第１項第２号ロ又は同項第３号ただし書

に規定する情報に該当すると認められるとき。 

⑵ 第三者に関する情報が含まれている保有個人情報を

第８０条の規定により開示しようとするとき。 

（必要的意見聴取） 

３ 実施機関は，前２項の規定により意見書の提出の機会を

与えられた第三者が当該第三者に関する情報の開示に反対

の意思を表示した意見書（以下「反対意見書」という。）を

提出した場合において，開示決定をするときは，開示決定

の日と開示を実施する日との間に少なくとも２週間を置か

なければならない。この場合において，実施機関は，開示決

定後直ちに，当該反対意見書を提出した第三者に対し，開

示決定をした旨及びその理由並びに開示を実施する日を文

書により通知しなければならない。 

３ 行政機関の長等は，前２項の規定により意見書の提出の

機会を与えられた第三者が当該第三者に関する情報の開

示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合におい

て，開示決定をするときは，開示決定の日と開示を実施す

る日との間に少なくとも２週間を置かなければならない。

この場合において，行政機関の長等は，開示決定後直ちに，

当該意見書（第１０５条において「反対意見書」という。）

を提出した第三者に対し，開示決定をした旨及びその理由

並びに開示を実施する日を書面により通知しなければな

らない。 

○ 第三者の争訟提起の機会を確保する趣

旨 
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現行条例 新法 備考 

（開示の実施等） 

第２３条 実施機関は，第１９条第１項の規定により個人情

報の開示をする旨の決定をしたときは，遅滞なく，開示請

求者に対し，当該決定に係る個人情報の開示をしなければ

ならない。 

２ 個人情報の開示は，次の各号に掲げる個人情報の区分に

応じ，当該各号に定める方法により行うものとする。ただ

し，開示請求に係る個人情報が公文書に記録されていない

ときは，文書によりその旨を通知するものとする。 

⑴ 文書又は図画に記録されている個人情報 個人情報が

記録されている文書又は図画の当該個人情報に係る部分

の閲覧又は写しの交付 

⑵ 電磁的記録に記録されている個人情報 個人情報が記

録されている電磁的記録の種別，情報化の進展状況等を

勘案して市長が定める方法 

３ 実施機関は，前項本文に規定する方法により個人情報の

開示をする場合において，当該公文書を閲覧に供すること

により当該公文書の保存に支障が生じると認めるとき，そ

の他必要があると認めるときは，当該公文書の閲覧に代え

て，その写しを閲覧に供することができる。 

 

個人情報保護条例施行規則 

（写し等の交付部数等） 

第１１条 条例第２３条第２項の規定に基づき，写し又は次

項第１号から第３号(同号イに限る。)までに掲げる電磁的

記録に係る記録媒体の交付の方法により個人情報の開示を

する場合における当該写し又は記録媒体の交付部数は，個

人情報の開示請求に係る公文書１件につき１部とする。 

２ 条例第２３条第２項第２号に規定する市長が定める方法

は，次の各号に掲げる電磁的記録の区分に応じ，当該各号に

定める方法とする。ただし，第３号イに定める方法にあって

は，開示請求に係る電磁的記録の全部を開示する場合にお

いて，開示請求をしたものが希望し，かつ，実施機関が現に

保有する機器で容易に対処することができるときに限る。 

⑴ 録音テープ又は録音ディスク 当該録音テープ又は録

音ディスクを専用機器により再生したものの聴取又は録

音カセットテープ(記録時間が６０分から１２０分まで

であるものに限る。)に複写したものの交付 

⑵ ビデオテープ又はビデオディスク 当該ビデオテープ

又はビデオディスクを専用機器により再生したものの視

聴又はビデオカセットテープ(ＶＨＳの方式による記録

時間が１２０分から１８０分までであるものに限る。)に

複写したものの交付 

⑶ 前２号に掲げるもの以外の電磁的記録 次に掲げる方

法のいずれか 

ア 当該電磁的記録を用紙に出力したものの閲覧又は写

しの交付 

イ 当該電磁的記録をディスプレイに出力したものの視

聴又は当該電磁的記録を幅９０ミリメートルのフロッ

ピーディスク若しくは直径１２０ミリメートルの光デ

ィスクに複写したものの交付 

 

 

 

（開示の実施） 

第８７条 保有個人情報の開示は，当該保有個人情報が，文

書又は図画に記録されているときは閲覧又は写しの交付

により，電磁的記録に記録されているときはその種別，情

報化の進展状況等を勘案して行政機関等が定める方法に

より行う。ただし，閲覧の方法による保有個人情報の開示

にあっては，行政機関の長等は，当該保有個人情報が記録

されている文書又は図画の保存に支障を生ずるおそれが

あると認めるとき，その他正当な理由があるときは，その

写しにより，これを行うことができる。 

２ 行政機関等は，前項の規定に基づく電磁的記録について

の開示の方法に関する定めを一般の閲覧に供しなければ

ならない。 

 

 

 

○ 電磁的記録に記録されている個人情報

の開示方法については，情報化の進展状況

を勘案し，引き続き，本市において定める

ことになる。（現行は，本市規則第１１条） 

 

○ 各行政機関等が具体的な方法を定める

に当たっては，行政機関情報公開法の下で

文書又は図画の閲覧又は写しの具体的な

方法を定めている行政機関情報公開法施

行令第９条の規定が参考となる。（「事務対

応ガイド（案）」R3.11月 個人情報保護委

員会事務局） 

４ 第１５条第２項の規定は，前２項の規定により個人情報

の開示を受ける者について準用する。 

 （本人確認等） 

 

○ 新法には，開示の実施の際の本人確認等

の規定は特にないが，「事務対応ガイド

（案）」（R3.11月 個人情報保護委員会事務

局）において，開示決定通知書の持参又は

本人等の証明などがあった場合に開示で

きることが示されている。 

 ３ 開示決定に基づき保有個人情報の開示を受ける者は，政

令で定めるところにより，当該開示決定をした行政機関の

長等に対し，その求める開示の実施の方法その他の政令で

定める事項を申し出なければならない。 

４ 前項の規定による申出は，第８２条第１項に規定する通

知があった日から３０日以内にしなければならない。ただ

し，当該期間内に当該申出をすることができないことにつ

き正当な理由があるときは，この限りでない。 

（開示の実施の方法等の申出） 

 

○ 新法では，開示決定通知があった後に，

開示を受けるものが，求める開示の実施方

法などを申し出ることになる。（令第２５

条） 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律施行令 

（行政文書の開示の実施方法） 

第９条 次の各号に掲げる文書又は図画の閲覧の方法は,それぞれ当該各号に定めるものを閲覧することとす

る。 

（略） 

３ 次の各号に掲げる電磁的記録についての法第１４条第１項の政令で定める方法は,それぞれ当該各号に定

める方法とする。 

⑴ 録音テープ（第５項に規定する場合におけるものを除く。以下この号において同じ。）又は録音ディス

ク 次に掲げる方法 

イ 当該録音テープ又は録音ディスクを専用機器により再生したものの聴取 

ロ 当該録音テープ又は録音ディスクを録音カセットテープ（…記録時間１２０分のものに限る。別表

５の項ロにおいて同じ。）に複写したものの交付 

⑵ ビデオテープ又はビデオディスク 次に掲げる方法 

イ 当該ビデオテープ又はビデオディスクを専用機器により再生したものの視聴 

ロ 当該ビデオテープ又はビデオディスクをビデオカセットテープ（…記録時間１２０分のものに限る。

以下同じ。）に複写したものの交付 

⑶ 電磁的記録（前２号,次号又は次項に該当するものを除く。） 次に掲げる方法であって,行政機関がそ

の保有する処理装置及びプログラムにより行うことができるもの（ヘに掲げる方法にあっては,電子開示

請求の場合に限る。） 

イ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙に出力したものの閲覧 

ロ 当該電磁的記録を専用機器（開示を受ける者の閲覧又は視聴の用に供するために備え付けられてい

るものに限る。…）により再生したものの閲覧又は視聴 

ハ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙に出力したものの交付（ニに掲げる方法に該当するも

のを除く。） 

ニ 当該電磁的記録をＡ３判以下の大きさの用紙にカラーで出力したものの交付 

ホ 当該電磁的記録をフレキシブルディスクカートリッジ又は光ディスクに複写したものの交付 

ヘ 当該電磁的記録を電子情報処理組織（…）を使用して開示を受ける者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに複写させる方法（…） 

⑷ 電磁的記録（前号ホに掲げる方法による開示の実施をすることができない特性を有するものに限る。）

次に掲げる方法であって,行政機関がその保有する処理装置及びプログラムにより行うことができるも

の 

イ 前号イからハまでに掲げる方法 

ロ 当該電磁的記録を幅１２．７ミリメートルのオープンリールテープ（…）に複写したものの交付 

ハ 当該電磁的記録を幅１２．７ミリメートルの磁気テープカートリッジ（…）に複写したものの交付 

ニ 当該電磁的記録を幅８ミリメートルの磁気テープカートリッジ（…）に複写したものの交付 

ホ 当該電磁的記録を幅３．８１ミリメートルの磁気テープカートリッジ（…）に複写したものの交付 

（以下略） 
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現行条例 新法 備考 

（費用の負担） 

第３９条 この条例の規定による請求及び申出に係る手数料

は，徴収しない。 

２ 第２３条第２項の規定により個人情報が記録されている

公文書の写しの交付（電磁的記録については，これに準じ

るものとして市長が定める方法を含む。）を受ける者は，当

該写しの作成及び送付（電磁的記録については，これらに

準じるものとして市長が定めるものを含む。）に要する費用

を負担しなければならない。 

 

京都市情報公開条例 

（費用の負担） 

第１６条 公文書の公開については，手数料を徴収しな

い。 

２ 第１４条第２項本文の規定により公文書の写しの交

付(電磁的記録にあっては，これに準じるものとして別

に定める方法を含む。)を受けるものは，当該写しの作

成及び送付(電磁的記録にあっては，これらに準じるも

のとして別に定める方法を含む。)に要する費用を負担

しなければならない。 

 

 

京都市個人情報の保護に関する事務取扱要綱 

５ 個人情報の開示の実施 

⑵ 個人情報の開示の実施 

エ 費用の納入 

公文書の写しを交付する際は，その作成に要す

る費用を次表のとおり徴収するものとする。 

公文書の写しの作成の方法 費用 

電子複写機による写し 

（Ａ３判，Ａ４判，Ｂ４判，

Ｂ５判） 

１枚につき１０円 

（用紙の両面に複写した

場合は，１枚につき２０

円） 

フルカラー電子複写機に

よる写し 

（Ａ３判，Ａ４判，Ｂ４判，

Ｂ５判） 

１枚につき１００円 

（用紙の両面に複写した

場合は，１枚につき２００

円） 

リーダープリンタにより

プリントアウトしたもの 
１枚につき１０円 

上記以外の方法により写

しを作成した場合 
実費 

録音カセットテープ（記録

時間６０分から１２０分

まで）に複写したもの 

１巻につき２００円 

ビデオカセットテープ（Ｖ

ＨＳ方式記録時間１２０

分から １８０分まで）に

複写したもの 

１巻につき３５０円 

フロッピーディスク（２Ｈ

Ｄ）に複写したもの 
１枚につき１００円 

光ディスク（ＣＤ－Ｒ）に

複写したもの 
１枚につき１２０円 

光ディスク（ＤＶＤ－Ｒ）

に複写したもの 
１枚につき２４０円 

 

オ 公文書の写しの交付を送付により行う場合は，所管課

等は，写しの作成に要する費用及び当該写しの送付に要

する費用（切手の額面等）を事前に開示請求者に口頭等

により通知し，開示請求者から現金書留等により写しの

作成に要する費用及び当該写しの送付に要する費用（切

手の額面等）の納付を受けた後に（原則として，所管課

等の職員が情報化推進室へ納入し，領収書を受け取

る。），所管課等から領収書と共に当該公文書の写しを開

示請求者に送付する。 

  なお，写しの送付については，開示請求者が病気その

他やむを得ない理由で来庁することが困難な場合に限

り認めるものとする。 

カ 上記ウ及びオの規定にかかわらず，本市が設立した地

方独立行政法人が保有する公文書の写しの作成に要す

る費用の納入事務については，当該地方独立行政法人が

行うものとする。 

 

 

（手数料） 

第８９条 行政機関の長に対し開示請求をする者は，政令で

定めるところにより，実費の範囲内において政令で定める

額の手数料を納めなければならない。 

２ 地方公共団体の機関に対し開示請求をする者は，条例で

定めるところにより，実費の範囲内において条例で定める

額の手数料を納めなければならない。 

３ 前２項の手数料の額を定めるに当たっては，できる限り

利用しやすい額とするよう配慮しなければならない。 

４～６ （略）  

７ 地方独立行政法人に対し開示請求をする者は，地方独立

行政法人の定めるところにより，手数料を納めなければな

らない。 

８ 前項の手数料の額は，実費の範囲内において，かつ，第

２項の条例で定める手数料の額を参酌して，地方独立行政

法人が定める。 

９ 地方独立行政法人は，前２項の規定による定めを一般の

閲覧に供しなければならない。 

 

 

 

 

個人情報の保護に関する法律施行令（令和４年４月１日施

行予定） 

（開示請求に係る手数料） 

第２６条 法第８９条第１項の規定により納付しなければ

ならない手数料（第３項において単に「手数料」という。）

の額は，開示請求に係る保有個人情報が記録されている

行政文書１件につき，次の各号に掲げる場合の区分に応

じ，当該各号に定める額とする。 

⑴ 次号に掲げる場合以外の場合 ３００円 

⑵ 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律（…）第６条第１項の規定により同項に規定する電

子情報処理組織を使用して開示請求をする場合 ２

００円 

２ 開示請求をする者が次の各号のいずれかに該当する複

数の行政文書に記録されている保有個人情報の開示請求

を１の開示請求書によって行うときは，前項の規定の適

用については，当該複数の行政文書を１件の行政文書と

みなす。 

⑴ １の行政文書ファイル（行政機関の保有する情報の

公開に関する法律施行令（…）第１３条第２項第１号

に規定する行政文書ファイルをいう。）にまとめられ

た複数の行政文書 

⑵ 前号に掲げるもののほか，相互に密接な関連を有す

る複数の行政文書 

３ 手数料は，次に掲げる場合を除き，開示請求書に収入

印紙を貼って納付しなければならない。 

   （以下略） 

 

（写しの送付の求め） 

第２７条 行政機関の長の開示決定に基づき保有個人情報

の開示を受ける者は，送付に要する費用を納付して，保

有個人情報が記録されている行政文書の写しの送付を求

めることができる。この場合において，当該送付に要す

る費用は，個人情報保護委員会規則で定める方法により

納付しなければならない。 

   （以下略） 

 

 

 

○ コピー代や記録媒体の費用等の実費に

ついて，開示請求の手数料とは別に徴収す

ることは可能（Ｑ＆Ａ（案）（R3.11月 個

人情報保護委員会事務局）） 

 

 



関係規定【開示①（請求手続，開示手続等）】 R4.3.3 Ⅲ－２ 

現行条例 新法 備考 

（他の制度等との調整） 

第４０条 （略） 

２ 法令（京都市情報公開条例を除く。）に次に掲げる事項に

関する規定があるときは，その定めるところによる。 

(1) 個人情報（特定個人情報を除く。次号において同じ。）

が記録されている物の閲覧又は縦覧 

(2) 個人情報が記録されている物又はその謄本，抄本その

他の写しの交付 

(3) 個人情報の訂正 

(4) 個人情報の利用停止 

（他の法令による開示の実施との調整） 

第８８条 行政機関の長等は，他の法令の規定により，開示

請求者に対し開示請求に係る保有個人情報が前条第１項

本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされ

ている場合（開示の期間が定められている場合にあって

は，当該期間内に限る。）には，同項本文の規定にかかわら

ず，当該保有個人情報については，当該同一の方法による

開示を行わない。ただし，当該他の法令の規定に一定の場

合には開示をしない旨の定めがあるときは，この限りでな

い。 

２ 他の法令の規定に定める開示の方法が縦覧であるとき

は，当該縦覧を前条第１項本文の閲覧とみなして，前項の

規定を適用する。 

 

（○ 「（略）」とした条例第４０条第１項の

規定は，統計法に基づく統計調査の調査

票などに含まれる個人情報を条例の適

用外とするもの） 

３ 第６条第４項，第７条，第８条第３項，第１０条第２項，

第１１条，第３章及び第４章の規定は，本市の職員並びに

本市が設立した地方独立行政法人の役員及び職員の人事，

給与，服務，福利厚生その他これらに準じる事項に関する

個人情報については，適用しない。 

 ○ 現行条例は，市民のプライバシーの保護

を目的とするものであることから，本市職

員等の人事等に係る個人情報については

開示請求等の規定を適用外としている。 

○ 新法では，職員等も自らの人事評価等の

開示請求等が可能となる。 

 


